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平成３０年度事業報告

Ⅰ 共済事業等（共済事業及び安全普及啓発活動等）に係る事業活動の概況に関する事項
ⅰ 当該事業年度の末日における事業活動の内容、年度における事業の経過及び成果
① 共済事業
ア 契約・加入状況
・ 契約校（単Ｐ）数 １９１校
・ 加入数 （単位：人）

当 初 中途退会 中途加入 年 度 末
生 全日制 ６３，５８３ １９１ ２２ ６３，４１４

定時制 ７４３ １ ７４４
徒 専攻科 ２２４ ４ ２２０
教 職 員 ３，８２８ １ ３，８２９
ＰＴＡ会員 ９５ ９５
合 計 ６８，４７３ １９５ ２４ ６８，３０２

・ 被共済者数
１８万３千人（加入生徒の保護者であるＰＴＡ会員等を加えた概数）

イ 給付状況 （単位：円）
区 分 件 数 金 額

死亡共済金 １ ５，０００，０００
生 障害共済金 ２ ９００，０００

傷病共済金 ３，５３５ ６２，４２０，０００
歯科補綴共済金 ２ １２０，０００
特別死亡共済金 ０ ０

徒 特別障害共済金 ０ ０
特別傷病共済金 ２ １８，５００

Ｐ ＰＴＡ死亡共済金 ０ ０
Ｔ ＰＴＡ障害共済金 ０ ０
Ａ ＰＴＡ傷病共済金 ２ ６０，０００
合 計 ３，５４４ ６８，５１８，５００

詳細は添付資料参照
※ 給付合計のうち前年度以前の発生分の額 ３３，２００，３００円

※（一般事業）
生徒 香 料 ３ ３００，０００

② 安全普及啓発活動等
ア 生徒対象事業
・ 学校における生徒の健康安全や健全育成等関する講演等の事業を後援した。

６月20日 北広島高校
６月21日 網走桂陽高校
７月３日 大樹高校
７月20日 余市紅志高校
８月20日 女満別高校
10月５日 野幌高校
10月18日 千歳北陽高校
10月19日 石狩翔陽

イ 助成事業
生徒の安全や健全育成に関する教育研究団体への助成金の交付を実施した。
北海道高等学校長協会生徒指導委員会 900，000円
北海道高等学校養護教諭研究会 300，000円
北海道高等学校体育連盟 300，000円

ウ 広報事業
・ 高Ｐ連支部総会で共済事業の状況等の説明

５月14日 旭川支部 参加人数 133名 旭川トーヨーホテル
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５月18日 北見支部 参加人数 名 ホテル黒部
釧路支部 参加人数 32名 釧路プリンスホテル

５月20日 十勝支部 参加人数 61名 とかちプラザ
５月24日 道南支部 参加人数 162名 マリエール函館
５月25日 石狩支部 参加人数 116名 ライフォート札幌
５月26日 空知支部 参加人数 93名 ホテルスエヒロ

胆振支部 参加人数 40名 ウイングインターナショナル
５月28日 日高支部 参加人数 15名 静内高校
６月１日 後志支部 参加人数 38名 ホテルノルド小樽

名寄支部 参加人数 35名 ホテル藤花
留萌支部 参加人数 16名 丸喜寿司

６月９日 根室支部 参加人数 59名 根室高校

・ 高Ｐ連支部研修会で共済事業の検証と規程改正に関する説明
９月29日 十勝支部
10月９日 石狩支部
10月10日 日高支部
10月13日 北見支部
11月２日 留萌支部
11月10日 胆振支部
11月17日 空知支部
11月21日 道南支部

・ 高等学校長協会支部で共済事業の検証と規程改正に関する説明
10月12日 道南支部、空知支部、日胆支部
10月17日 石狩支部
10月19日 オホーツク支部、十勝支部
10月26日 後志支部、道北支部、釧根支部

・ 安全互助会だよりの発行・配布
共済事業の内容の周知や安全普及啓発等を行った。
第７号（平成30年８月８日発行） 道高Ｐ連加盟校全生徒数分を配布
定時評議員会、29年度末財務状況、30年度業務計画、共済事業加入状況、
助成金交付団体、養護教諭寄稿、共済事業に関するＱ＆Ａ

第８号（平成31年２月１日発行） 31年度在籍見込者数分を配布
「共済事業のご案内」、共済金・香料の給付状況

・ 「平成31年度共済事業の手引」（平成31年２月１日発行）の配布
道高Ｐ連加盟校に「共済事業の手引」２部を配布した。

エ 調査研究事業
・ 文部科学省ＰＴＡ・青少年団体共済法研修会 ６月８日 文部科学省

２月２日 文部科学省
・ 全国高等学校等安全互助会連絡協議会役員会 ７月９日 静岡市
・ 全国高等学校等安全互助会連絡協議会総会・研究大会

10月４～５日 富士市
・ 全国高等学校等安全互助会連絡協議会研修会 11月22日 静岡市

ⅱ 当該事業年度における資金の借入れその他の資金調達
該当事項なし

ⅲ 他の法人との業務上の提携
該当事項なし

ⅳ 共済会計における直前３事業年度の財産及び損益の状況

①財産の状況
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項目 29年3月31日現在 30年3月31日現在 31年3月31日現在
流動資産 ５５，０１２，７２５ ５７，３６５，６７０ ５１，２５４，６６０

固定資産 １６，５８６，７４７ １９，７９７，５２６ ２４，１７２，３２０

資産合計 ７１，５９９，４７２ ７７，１６３，１９６ ７５，４２６，９８０

負債合計 ８２，９４１，４４７ ８８，１４１，２３１ ８２，００１，８９３

正味財産（純資産） △１１，３４１，９７５ △１０，９７８，０３５ △６，５７４，９１３

準備金 １０，０００，０００ １０，０００，０００ １１，１００，７８０

②損益の状況
項目 平成28年度 平成29年度 平成30年度

経常収益計 １２１，５５３，８００ １４８，４７５，０６０ １５２，００１，３５８

うち共済掛金 ８３，６１８，８７０ ８２，２６１，１２３ ８３，８８３，２３０

経常費用計 １３２，８２４，８７７ １４８，１１１，１２０ １４７，５９８，２３６

事業費 １３２，８２４，８７７ １４８，１１１，１２０ １４７，５９８，２３６

うち共済金 ４８，９９３，２００ ６０，００９，９００ ６８，５１８，５００

当期経常増減額 △１１，２７１，０７７ ３６３，９４０ ４，４０３，１２２

当期一般正味財産増減額 △１１，２７１，０７７ ３６３，９４０ ４，４０３，１２２

③当期の準備金等の積立て
・危険収入共済掛金額 平成３０年度末純掛金総額 ６５，４８０，２９９円
・責任準備金の積立て所要額 ３，２７４，０１４円

責任準備金＝純掛金総額×５０÷１０００
＝65,480,299円×50÷1,000＝3,274,014.95円≑ 3,274,014円

・普通支払備金 ９２８，６００ 円
平成２８年度発生分 5,600円
平成３０年度発生分 923,000円

・既発生未報告支払備金（ＩＢＮＲ備金） ５６，７２０，３５３円
29年度末ＩＢＮＲ備金積立所要額＝30年度共済金支払額のうち過年度災害発生分の額

＋30年度普通支払備金のうち過年度の災害発生分の額－29年度普通支払備金の額
＝33,200,300円＋5,600円－2,031,400＝31,174,500円

28年度末ＩＢＮＲ備金積立所要額＝29年度共済金支払額のうち過年度災害発生分の額
＋29年度普通支払備金のうち過年度の災害発生分の額－28年度普通支払備金の額

＝31,738,600円＋245,300円－1,653,000円＝30,330,900円
27年度末ＩＢＮＲ備金積立所要額＝28年度共済金支払額のうち過年度災害発生分の額

＋28年度普通支払備金のうち過年度の災害発生分の額－27年度普通支払備金の額
＝23,435,500円＋259,900円－699,000円＝22,996,400円

30年度末ＩＢＮＲ備金積立基準額＝29年度末ＩＢＮＲ備金積立所要額×30年度共済金
等の支払額／29年度共済金等の支払額

※共済金等の支払額＝当年度に支払った共済金額＋当年度の普通支払備金額
＝31,174,500円×69,447,100円／62,041,300円＝34,895,765円

29年度末ＩＢＮＲ備金積立基準額＝28年度末ＩＢＮＲ備金積立所要額×30年度共済金
等の支払額／28年度共済金等の支払額

＝30,330,900円×69,447,100円／50,646,200円＝41,590,347円
28年度末ＩＢＮＲ備金積立基準額＝27年度末ＩＢＮＲ備金積立所要額×30年度共済金

等の支払額／27年度共済金等の支払額
＝22,996,400円×69,447,100円／29,209,600円＝54,674,946円

平成30年度末ＩＢＮＲ備金積立額＝30・29・28年度末ＩＢＮＲ備金積立基準額の平均
＝（34,895,765円＋41,590,347円＋54,674,946円）／３
＝43,720,353円（ＰＴＡ青少年教育団体共済法施行規則第27条第

2項に基づき算定した。）
＝43,720,353円＋13,000,000円（昨年度減額分）＝56,720,353円

・準備金 １，１００，７８０円 （準備金＝共済会計剰余金×１÷５）
準備金＝共済会計当期収支差額×１÷５

＝（給付会計当期収支差額４，１５５，２８２円×１÷５）＋
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（事業会計当期収支差額１，３４８，６２０円×１÷５）
＝８３１，０５６．４円＋２６９，７２４円
＝１，１００，７８０．４ ≑ １，１００，７８０円

ⅴ 償還計画書に基づき行う償還の状況
該当事項なし

ⅵ 対処すべき重要な課題
該当事項なし

ⅶ その他共済団体の現況に関する重要な事項
・ 内部規程の制定

健康安全普及啓発事業実施規程の制定（平成30年２月22日）

Ⅱ 運営組織の状況に関する事項
ⅰ 共済事業等に係る評議員会の開催状況に関する事項
① 評議員会
定時評議員会

開催日時／場所 平成30年６月16日／ホテル日航ノースランド帯広
評議員数／定足数 １６ ／９
出席評議員数：１４名

重要な事項の議決状況
議題及び報告事項 議決状況

・ 平成29年度事業報告・収支決算案 承認（総員）
・ 平成30年度事業計画・収支予算報告 了承
・ 評議員の選任案 可決（総員）
・ 理事・監事の選任案 可決（総員）

臨時評議員会
開催日時／場所 平成30年12月８日／ホテルライフォート札幌

評議員数／定足数 １６ ／９
出席評議員数：１５名

重要な事項の議決状況
議題及び報告事項 議決状況

・ 共済約款第10条の一部改正案 可決（総員）
・ 事業方法書第３条の表の一部改正案 可決（総員）
・ 算出方法書の一部改正案 可決（総員）

② 理事会
第１回理事会

開催日時／場所 平成30年５月19日/ＡＮＡクラウンプラザホテル札幌
理事数／定足数 ８ ／５

出席理事数：８名 出席監事数：２名
重要な事項の議決状況

議題及び報告事項 議決状況
・ 平成29年度事業報告・収支決算報告の承認案 可決（総員）
・ 平成30年度事業計画・収支予算の報告案 可決（総員）
・ 理事・監事の選任案 可決（総員）
・ 共済事業の検証の実施案 可決（総員）
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臨時理事会
開催日時／場所 平成30年６月16日／ホテル日航ノースランド帯広
理事数／定足数 ８ ／５

出席理事数：７名 出席監事数：３名
重要な事項の議決状況

議題及び報告事項 議決状況
・ 理事長の選任案 可決（総員）

第２回理事会
開催日時／場所 平成30年７月14日／ホテルライフォート札幌
理事数／定足数 ８ ／５

出席理事数：７名 出席監事数：２名
重要な事項の議決状況

議題及び報告事項 議決状況
・ 常務理事の選任及び業務分担案 可決（総員）
・ 死亡共済金請求事案発生報告 了承
・ 加入状況報告 了承
・ 助成団体の決定案 可決（総員）
・ 審査委員の選任案 可決（総員）
・ 全国高等学校安全互助会連絡協議会役員会報告 了承
・ 共済事業の検証と規程改正に向けた方向性の確認 了承

第３回理事会
開催日時／場所 平成30年12月８日／ホテルライフォート札幌
理事数／定足数 ８ ／５

出席理事数：８名 出席監事数：３名
重要な事項の議決状況

議題及び報告事項 議決状況
・ 共済規程改正に向けての経過報告 了承
・ 臨時評議員会議案 可決（総員）
・ 事務局職員就業規程の改正案 可決（総員）
・ 事務局職員就業規程第28条第２項適用案 可決（総員）
・ 審査委員会開催報告 了承
・ 全国高等学校安全互助会連絡協議会総会・静岡大会報告 了承

第４回理事会
開催日時／場所 平成31年２月21日／ＡＮＡクラウンプラザホテル札幌
理事数／定足数 ８ ／５

出席理事数：７名 出席監事数：２名
重要な事項の議決状況

議題及び報告事項 議決状況
・ 平成30年度収支予算の補正案 可決（総員）
・ 平成31年度事業計画・収支予算案 可決（総員）
・ 平成31年度安全普及啓発事業計画案 可決（総員）
・ 全国高等学校安全互助会連絡協議会総会・北海道大会概要案 了承

③ 役員研修会（共済事業の検証）
開催日時／場所 平成30年７月５日／第二北海道通信ビル

出席役員数：７名
共済事業の検証
・ 共済金給付状況を本会の財務全体の観点から実態把握
・ 共済金の区分ごとに実態把握し、算出方法書により再計算
・ 実態把握や分析等をもとに、将来にわたる安定した事業運営を確保
する観点から、現行の共済事業を検証
・ 制度改正の検討が必要とされる場合は、スポーツ振興センターや道外
の関係団体の給付状況や規程改正の動向、今後見込まれる災害の発生な
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どを参考にして検討（理事会、常務理事会で継続して検証）

④ 審査委員会
開催日時／場所 平成30年９月19日／ＡＮＡクラウンプラザホテル札幌

出席審査委員数：４名 出席理事数：７名
議題及び報告事項

・ 設立の経緯と法人運営の概要
・ 共済事業の概要
・ 災害発生状況の分析
・ 健康・安全指導の推進方法
・ 今後の共済事業に向けて



（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現金預金 11,638,034 3,875,392 7,762,642

現金預金（普通支払備金分） 928,600 2,031,400 △ 1,102,800

現金預金（既発生未報告支払備金分） 56,720,353 66,085,050 △ 9,364,697

未収金 0 0 0

前払金 0 0 0

流動資産計 69,286,987 71,991,842 △ 2,704,855

２．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 0 0 0

基本財産計 0 0 0

(2) 特定資産

準備金積立金 11,100,780 10,000,000 1,100,780

責任準備金積立金 13,071,540 9,797,526 3,274,014

退職給付引当積立金 666,000 666,000 0

特定資産計 24,838,320 20,463,526 4,374,794

固定資産計 24,838,320 20,463,526 4,374,794

資産合計 94,125,307 92,455,368 1,669,939

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

普通支払備金 928,600 2,031,400 △ 1,102,800

既発生未報告支払備金 56,720,353 66,085,050 △ 9,364,697

未払金 0 0 0

預り金 180,620 227,255 △ 46,635

流動負債計 57,829,573 68,343,705 △ 10,514,132

２．固定負債

準備金 11,100,780 10,000,000 1,100,780

責任準備金 13,071,540 9,797,526 3,274,014

退職給付引当金 666,000 666,000 0

固定負債計 24,838,320 20,463,526 4,374,794

負債合計 82,667,893 88,807,231 △ 6,139,338

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産 0 0 0

（うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

２．一般正味財産 11,457,414 3,648,137 7,809,277

（うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

正味財産合計 11,457,414 3,648,137 7,809,277

負債及び正味財産合計 94,125,307 92,455,368 1,669,939

平成31年3月31日現在

科 目
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